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内発的動機付けのクラウディング・アウトの
実証結果とその解釈：

Gneezy and Rustichini（2000）
“A Fine Is a Price” のレビュー＊

鵜　野　好　文
高　橋　与　志

＊ 日本学術振興会の学術研究助成基金助成金の資金援助（課題番号：26380462）に深く感謝いたします。
　 　本研究ノートは、研究プロジェクトの遂行にあたり開催された研究会の報告資料（平成26年10月30日於
広島大学）に加筆・修正したものである。

  　本研究ノートは、主として、Uri Gneezy and Aldo Rustichini, “A Fine Is a Price,” Journal of Legal Studies, 
Vol. 29, No. 1, January 2000a, pp. 1-17に焦点を当てレビューしたものである。

抑止／推進仮説は、罰金等の負のインセンティブ／出来高賃金等の正のインセンティ
ブの導入は、他の条件が不変のとき、統制の対象となる特定行動を抑制／推進するこ
とを予測している。（本研究ノートでは、推進仮説ではなく、主として、抑止仮説を
考察する。以下では、抑止仮説を中心に論じていく。）ところが、実証研究の一部は、
抑止仮説と矛盾する実証結果を提示している。本研究ノートは、そのような実証結果
のひとつを考察する。それは、「託児所に子供を預けた両親は子供の迎えが遅れがち
である。遅刻して迎えにくる両親に金銭的罰金を導入したところ、遅れて迎えにくる
両親の数はかなり増加することになった。しかも、罰金を科すことを止めた後も、遅
れて迎えにくる両親の数は減少することはなかった」というものである。本研究ノー
トでの私たちの目的の一つは、抑止仮説に反する実証結果の合理的な解釈を示すこと
である。（Gneezy and Rustichiniによると、）例えば、その一つは、「契約は、常に、不
完備であり、したがって、ペナルティの導入は、エージェントに、特定行動に対する
抑止シグナル以外に、追加情報を伝達することになるかもしれない。そして、この追
加情報が、子供の両親に抑止仮説に反する意思決定を引き起こさせる可能性がある」
というものである。本研究ノートで、私たちは、抑止仮説に矛盾する実証研究および
その解釈を詳細にレビューしていくことにしたい。

1．イントロダクション

　私たちは、抑止仮説に反する実証的研究Gneezy and Rustichini（2000a, p. 1）で述べられている
託児所の問題を考えることから始める。

あなたは、子供の託児所のマネージャー／アシスタントであると仮定する。
同託児所は、毎日、午後 4時まで開いている。規則では、両親は、午後 4時
までに、預けた子供を迎えに行かなければならないことになっている。しか
しながら、子供の両親は、かなり頻繁に、その時間より遅刻して迎えにきが
ちである。したがって、マネージャーであるあなたは、就業時間後も、同託
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児所にとどまらざるを得ない状況にある。あなたは、両親のこのような行動
を抑制・減少させるために、いくつかの解決案を考えたとする。自然な解決
案は、遅刻に対して罰金を科すことである。すなわち、両親が遅れて迎えに
くる度に、罰金を支払わねばないとする。この解決案は、遅れて迎えにくる
両親の数を減らすことができるであろうか。

　これまで、この種の（抑止仮説の）問題は、二つの研究領域、すなわち、法学的／犯罪学的研
究および心理学的研究で取り上げられ考察されてきた。心理学的研究の文献は、膨大である1。
Estes（1944）によるパニッシュメントの影響に関する最初の検証以降、多くの研究がなされた。
しかし、その結論は、いまだ、意見の分かれるところである。
　抑止仮説の議論を提示した法学的研究の文献は、少なくとも、18世紀末まで遡ることができる
（Gneezy and Rustichini 2000a. p. 2）。法学的研究の分野では、抑止仮説は、より高い期待処罰は犯罪
行動の水準を低下させるという前提の下に、処罰が将来の犯罪を抑制することを正当化している。
しかしながら、抑止仮説は、最終的に、経験的仮説として実証されるべきものであるとしている。
　これに対して、経済学的実証／理論研究は、心理学的実証研究および法学的実証研究とは異な
り、処罰が行動に及ぼす直接的影響について分析するものではなく、市場で働く種々のパワーが
相互にどのように働くのかを特定化しようとするものである。処罰水準のようなあるパラメータ
の変化は、ある経済主体の意思決定問題を変化させることになる。この変化は、さらに、また、
別のある経済主体の意思決定問題を変えることになる。したがって、犯罪の均衡水準は、最終的
に、（犯罪の）需要と供給によって決まるものであるとしている。かくして、処罰の影響は、一
般均衡分析を見ることで解明されるとしている2。
　本研究ノートでレビューするGneezy and Rustichini（2000a）の実証結果は、一部、あるいは、
その大部が、心理学的実証研究および法学的実証研究の予測に反するものである。私たちは、そ
こで、この実証研究の調査結果をレビューするだけではなく、その調査結果を合理的に説明する
解釈を提示することを試みる。
　本研究ノートの構成は次のとおりである。本研究ノートの前半、第 2、 3節では、抑止仮説の
反証となる実証研究の結果をGneezy and Rustichini（2000a）を中心にレビューする。さらに、後
半、第 4節では、抑止仮説に反する調査結果を説明する合理的解釈を検討する。そして、結論で
は、抑止仮説に反する実証研究の合理的解釈について幾つかのコメントを提示する。

2．抑止仮説に反する実証研究

　本研究ノートの前半では、Gneezy and Rustichini（2000a）による抑止仮説の実証研究およびそ
の実証結果をみていくことにする。彼らは、子供の両親が遅刻して迎えにくるのに対処するた
め、託児所の所有者が罰金を導入したとき、両親のいかなる行動結果を招くのかを明らかにしよ
うとした。

1   この主題に関する詳細な解説に関しては、Bandura（1969）、および、Schwartz（1984）を参照しなさい
（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 1）。
2   経済学からの初期の基本的な論文として、Becker（1968）、Stigler（1970）、および、Harris（1970）を挙げ
ることができる。
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2.1．調査対象の背景．
託児所の特質
イスラエルには二つのタイプの託児所がある。すなわち、民営と公営の託児所である。この研究
では、ハイファ（Haifa）の10箇所の民営の託児所が選ばれた。これらの託児所のすべてが、同
じ地域に立地し、そして、それらの施設の間には、なんら重要な差異は見られなかった。
　調査対象となったすべての託児所は、その所有者が所長をしていた。所長の資格を得るには二
年間の研修を受けることが要求された。それらの託児所では、また、マネージャーが、午後 1時
まで、施設にとどまっていた。それ以降は、アシスタントが仕事を管理していた。日中の間、子
供は、年齢によって、すなわち、 1 ～ 4 歳の年齢ごとにグループ分けされていた。「それぞれの
託児所は、最大35人の子供を預かることができた」。なんらかの例外のケースでは、追加で数人
を越えることが可能であった。調査の対象となった託児所の子供の人数は28～37人の範囲にあっ
た。

2.2．両親と託児所との契約．
託児所の一ヶ月当たりの託児料は、子供一人当たりNIS1,400であった。（NISはNew Israeli Shekel
を表す。調査時点で、 1 米ドル当たり、おおよそ、NIS3.68の交換比率であった。したがって、
子供一人当たりの託児料は、ドル換算で約$380であった。）
　当該年度（1998年度）の初めに、両親と託児所との間で締結された委託契約には、託児所は午
前 7時30分から午後 4時まで開いていることが明記されていた。ただし、両親が、子供を遅れて
迎えにくるとき、どのような措置がとられるのかについては、全く、なんの言及もなかった。
　特に、当該調査研究を始める前、遅れて迎えにくる両親に対し、罰金が科されることはなかっ
た。両親が、定刻までに迎えにこなかったとき、アシスタントの一人が、当該児童と共に待たな
ければならなかった。アシスタントは、この課業を交替で担当していた。そして、それは、あた
かも、アシスタントの仕事の一部であるかのように考えられていた。アシスタントは託児所に雇
用されるとき、このことは、明確に説明されていた。ただし、両親は、めったに、午後 4時30分
より遅く迎えにくることはなかった。

2.3．実証研究の方法．
調査対象の託児所への説明．
調査研究調査を始めるに当たり、当該託児所にリサーチ・アシスタントが派遣され、罰金の影響
についての学術研究に参加可能であるか、託児所の所有者である所長に打診された。そして、当
該調査研究に参加したならば、調査の終了後、託児所の各マネージャーに、NIS500の価値のあ
る書籍購入のクーポンが配布されることが確約された。彼らが、電話で詳細について確かめるこ
とができるよう、大学の研究室の電話番号が知らされた。しかし、実際には、託児所の所有者で
ある所長の誰もが、確認のための電話をしてくることはなかった。

調査研究の方法．
調査研究の全期間は、1998年 1 ～ 6 月に渡る20週間であった3  4。調査対象期間、20週の内訳は
次のとおりである。
第 1～ 4週：
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　実験群および統制群グループ
　・ 最初の 4週間、10箇所の全託児所で、単に、それぞれの週で、遅れて迎えにくる両親の数を
記録した。

第 5～16週：
　実験群グループ
　・ 第 5週の始めに、10箇所の託児所のうち無作為に選択された 6箇所で、罰金を導入した。そ
れらのグループは、実験群グループ（test group）として扱われ、両親が10分以上遅刻する
と、罰金が科された。

　・ 重要事項のアナウンスは、通常、掲示板に告示されていた。したがって、罰金導入の告示
は、託児所の掲示板に注意書きを掲示することで行われた。その告示は、10分以上遅れて迎
えにくると、子供一人当たり罰金NIS10が科されることが明記されていた5。

　・ 罰金の支払いは、毎月末、託児所の所有者に対してなされた。毎月の託児料の支払いは、所
有者宛になされていたので、罰金はその託児料に加算される形で支払われた。また、託児所
のアシスタントは、時間外勤務からいかなる付加給も得ることはなかった。

　・ 託児所のアシスタントは、罰金の導入については知らされていたが、調査研究のことは知ら
されていなかった。また、遅れて迎えにくる両親の氏名を記録することは、どのような場合
にも、通常業務の一環であった。

　統制群グループ
　・ 調査対象となった10箇所の託児所のうち他の 4 箇所の託児所には、罰金は導入されなかっ
た。これらの 4託児所は、20週の調査期間の間、調査研究以前となんの変わりもなく運営さ
れた。これらのグループ、すなわち、統制群グループ（control group）は、実験群グループ
と比較されることになる。

　・ 両親が、定刻までに迎えにこなかったとき、アシスタントの一人が、当該児童と共に両親を
待たなければならなかった。アシスタントは、この課業を交替で担当していた。そして、そ
れは、あたかも、彼らの仕事の一部のように考えられていた。

第17～20週：
　実験群グループ
　・ 第17週目の始めに、実験群グループ（10箇所の託児所のうち 6箇所）に対し、なんの説明な
しに、罰金を科すことが中断された。

　・ 罰金の中断の通知は、掲示板に告示された。両親に、なぜ罰金が中止されたのかと尋ねられ
たならば、「罰金は限定期間で試験的になされたものであり、その試験結果は、現在、評価・
検討されている」と回答された。

　統制群グループ
　・ 10箇所の託児所のうち他の 4箇所の託児所は、20週の調査期間の間、調査研究以前となんの
変わりもなく運営された。

3   実際には、第14週後の 1 週間の中断を入れると、全調査期間は21週であった。さらに、第11週は 4 日間
しか調査ができなかった（日曜日から水曜日までである）。したがって、その週に遅れてきた両親の数
は、実際の数に5/4倍したものが用いられた（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 4）。

4   当初、12箇所の託児所が調査対象とされた。しかし、2箇所の託児所の記録は不完全であった。そのため、
それらの結果は調査対象から除外された（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 4）。

5  この告示については、Gneezy and Rustichini (2000a, p. 16) Appendix Aを参照しなさい。
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6   犬の糞の未処理の違反の多くは、発見と執行が非常に低いか、または、実在しないかであった（Gneezy 
and Rustichini 2000a, p. 5）。

2.4．いくつかの比較．
調査研究の結果を評価・検討する前に、イスラエルで実際に運営されている他の罰金の金額水準
を比較することは、託児所で導入された罰金水準の意味についてなんらかのヒントを与えるかも
しれない。NIS10の罰金は、比較的小さいが、意味がない金額というものではなかった。ちなみ
に、その他の罰金等の金額は次のようである。
　・駐車違反の反則金はNIS75である。
　・赤信号無視は、罰金NIS1,000と刑罰である。
　・犬の糞の未処理の反則金はNIS360である6。
　・ベビー・シッターは、時給NIS15～20である。
　・調査時点のイスラエルの平均税込月収額は、NIS5,595である。

3．実証研究の調査結果

　先に述べた手続きに沿ってなされた調査研究によって得られた原データが明らかにされている
（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 6）。それらは、表 1に示されたとおりである。
　・ 表の最初のカラムは、調査対象となった託児所の番数を表している（最初の 6託児所は実験
群グループであり、そこでは罰金が導入された。そして、最後の 4託児所は統制群グループ
である）。

　・第 2カラムは、各託児所が預かる子供の総数が示されている。
　・ その他のカラム（第 3～22カラム）は、それぞれの週に、両親が遅れて迎えにくる総数であ
る。（例えば、第 4週の第 3託児所では、 9ケースの遅刻が発生している。）

週番号
託児所 子供の数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
実験群

1 37 8 8 7 6 8 9 9 12 13 13 15 13 14 16 14 15 16 13 15 17
2 35 6 7 3 5 2 11 14 9 16 12 10 14 14 16 12 17 14 10 14 15
3 35 8 9 8 9 3 5 15 18 16 14 20 18 25 22 27 19 20 23 23 22
4 34 10 3 14 9 6 24 8 22 22 19 25 18 23 22 24 17 15 23 25 18
5 33 13 12 9 13 15 10 27 28 35 10 24 32 29 29 26 31 26 35 29 28
6 28 5 8 7 5 5 9 12 14 19 17 14 13 10 15 14 16 6 12 17 13

対照群
7 35 7 10 12 6 4 13 7 8 5 12 3 5 6 13 7 4 7 10 4 6
8 34 12 9 14 18 10 11 6 15 14 13 7 12 9 9 17 8 5 11 8 13
9 34 3 4 9 3 3 5 9 5 2 7 6 6 9 4 9 2 3 8 3 5
10 32 15 13 13 12 10 9 15 15 15 10 17 12 13 11 14 17 12 9 15 13

ノート：「週番号」の下のカラムは遅刻した両親の各週の総数を表している。
 Gneezy and Rustichini (2000a, p. 6)

表 1．託児所ごとの 1週間当たりの遅刻者数
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　図 1では、罰金導入の影響を表す第一指標として、二つのグループの一週間当たりの平均遅刻
者数が選ばれ、各週の推移が示されている。そして、実験群グループの一週間当たりの平均遅
刻者数が、統制群グループの平均遅刻者数と比較されている（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 7）。
二つのグループの第一指標の比較結果は次のように要約できる。
　・ 実験群グループでは、第 5週目の罰金の導入の後、遅れて迎えにくる両親の数が、着実に増
加することが観察される。 2～ 3週の調整期間を経た後に、遅れて迎えにくる両親の数が安
定してくる。しかも、それは、罰金を科さなかった期間より高い率で安定してくることがわ
かる。さらに、遅刻者数は、罰金を中断した後も、安定して高い水準を保つように思えた。

　・ 他方、統制群グループでは、第 4週より後のいかなる週間でも、確認できるような顕著な変
化は観察されなかった。

　図 2では、図 1の観察を補足するため、二つのグループの遅刻者数の中央値だけでなく、遅刻
者数の極値（当該週の最小数と最大数）が比較される（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 7）。二つ
のグループの中央値、最小値、および、最大値の比較結果は次のように要約できる。
　・ 実験群グループでは、遅刻者の発生は、罰金の導入後、最初の 3－ 4週で、着実に増加して
いる。遅刻率は、最終的に、より高めの水準で落ち着く。それは、初期の水準のほぼ 2倍で
あることがわかる。さらに、遅刻者の数は、罰金を中断した後、安定して高い水準を保つよ
うに思えた。

　・ 他方、統制群グループでは、第 4週より後のいかなる週間でも、目に見える顕著な変化は観
察されなかった。

Gneezy and Rustichini (2000a, p. 7)

図 1． 1週間当たりの平均遅刻者数
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　最後に、表 2 は、20週を 4 期間に分割し（第 1 ～ 4 週、第 5 ～ 8 週、第 9 ～16週、第17～20
週に分割し）、それぞれの期間の各託児所の平均遅刻者数を表示し比較している（Gneezy and 
Rustichini 2000a, p. 8）。図 3 は、それぞれの週の各託児所の平均遅刻者数を表したものである
（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 9）。
　表 2 のデータは、公式的に統計的有意性検定が行われることになる7。統計的検定の結果、お
よび、その他のデータ比較の結果は、次の主要な事実を示している。
　・ 事実 0－最初の 4週間では、実験群と対照群グループの行動の間には、顕著な差異は見られ
なかった。さらに、対照群グループのそれぞれの期間でなんら有意な差異も観察されなかっ
た。

　・ 事実 1－罰金導入の影響は、遅刻する両親の数の著しい増加として表れた。すなわち、罰金
導入の前後で有意な差異がみられた。

　・ 事実 2 －罰金の中断後に遅刻する両親の数は、罰金の導入期間のそれと比較して、有意な差
異はみられなかった。特に、遅刻する両親の数は、対照群より、実験群グループで高いままで
あった。

4．抑止仮説に反する実証結果の解釈

　先に見たように、Gneezy and Rustichini（2000a）の実証研究の結果は、抑止仮説に反するもの
であった。そこで、私たちの次の目的は、抑止仮説に反する調査結果を説明する合理的解釈を準
備することである。そして、私たちが、これらの調査結果を説明する解釈を準備するとしたなら
ば、そのいかなるものも次の二つの事実を説明するものでなければならない。

7  詳細は、Gneezy and Rustichini (2000a, pp. 16-17) Appendix Bを参照しなさい。

ノート：ダイヤモンドとアスタリスクの記号は、それぞれ、実験群と対照群の極値（当該週
の最大値と最小値）を表している。

 Gneezy and Rustichini (2000a, p. 7)

図 2．実験群（濃いライン）の遅刻者数の中央値と統制群（薄いライン）の遅刻者数の中央値
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　A

　B

　C
 Gneezy and Rustichini (2000a, p. 9)

図 3．各託児所の平均遅刻者数
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　・第 1は、子供の両親の遅刻率は、罰金の導入後に増加するという事実である。
　・ 第 2は、子供の両親の遅刻率は、罰金が中断された後も、安定して高水準で維持されるとい
う事実である。

　イントロダクションで示したように心理学的実証研究および法学的実証研究に関する文献は、
これらの事実の両方について、納得のいく説明を与えているようには思えない。そこで、私たち
は、新たな解釈を提示することにする。そのとき、「罰金の導入は、特定行動に対する抑止シグ
ナルを伝達するだけではなく、経済主体の関わる社会的状況について追加情報をもたらす」、あ
るいは、「罰金の導入は、特定行動に対する負のインセンティブをもたらすだけでなく、経済主
体の関わる社会的状況の認知評価を更新する」と仮定する。私たちは、主に、これらのそれぞれ
の仮定に基づき、次に、調査結果に関するいくつかの考えられる解釈を提示することにする。そ
の後、それらの優劣について議論する。

4.1．情報格差と不完備契約モデル．
私たちは、まず、「罰金の導入が、特定行動に対する抑止シグナルの伝達だけでなく、経済主体
の関わる社会的状況について追加情報をもたらす」と解釈する。ここでの解釈の要点は、部分的
にしか特定化されていない（不完備）契約において、託児所の所有者による罰金の導入は、子供
の両親が目に余る過度な遅刻をしたとき、いかなる結果を招くのかについての（追加）情報をも
たらす可能性がある。すなわち、子供の両親の遅刻行動に対する託児所の所有者が考えている対
応が、単に、罰金の導入なのか、あるいは、それ以上のこと（例えば、子供の退園）を含むのか
に関する情報を与える機会となることである。このことを前提に、次に調査結果の解釈を試みる
ことにする。
　　罰金の未導入期間

託児所 子供の数 1－ 4週 5－ 8週 9－16週 17－20週
実験群

1 37  7.25  9.50 12.50 15.25
2 35  5.25  9.00 12.20 13.25
3 35  8.50 10.25 16.80 22.00
4 34  9.00 15.00 19.10 20.25
5 33 11.75 20.00 24.60 29.50
6 28  6.25 10.00 13.10 12.00

統制群
7 35  8.75  8.00  7.20  6.75
8 34 13.25 10.50 10.90  9.25
9 34  4.75  5.50  5.50  4.75
10 32 13.25 12.25 13.10 12.25

ノート：調査期間の 4 区分は、罰金未導入の 4 週間（第 1 － 4 週）、罰
金が科された最初の 4 週間（第 5 － 8 週）、罰金が科された次の 8 週間
（第 9－16週）、および、罰金中断後の 4週間（第17－20週）である。
 Gneezy and Rustichini (2000a, p. 8)

表 2． 4調査期間の各託児所の平均遅刻者数
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　　  罰金の未導入期間、両親は、契約に遅刻の罰則の記述がないため、彼らが遅刻したときいか
なる結果を招くのかについて多大な関心を持つことになる。すなわち、目に余る過度の遅刻
は、罰金だけで済むのか、あるいは、子供の退園にいたることがあるのかを予測することに
注意を払うことになる。

　　　・ 両親は初期の数週間の（遅刻頻度の）試行錯誤から、託児所が両親に提示した暗黙の契
約について、なんらかの追加情報を得ることになる。それは次のようなものであるかも
しれない。

　　　　－   例えば、「私たちは、あなたが遅れてくるならば、託児所を閉めた後でも、あなた
の子供の世話をするつもりである。私たちは、この追加サービスのための価格スケ
ジュールを示すつもりはない。したがって、追加サービスは、無料で実行される。
もちろん、あなたのいかなる遅刻も、例外的なケースであるとされる。そして、あ
なたは、厳密に必要であるときだけ、遅刻するであろう。あなたの遅刻が頻繁であ
るならば、私たちはそれに対してなんらかの措置をとるかもしれない」である。

　　　・初期の数週間が過ぎたとき、追加情報から次のように信念を更新することになろう。
　　　　－   彼らは、実際に軽度の遅刻をしても、そのことに対し、いかなる処罰も実施されな

いことを学習する。これは、もちろん、彼らがより悪質な行動をとった場合に、同
じことが維持されるかどうかは十分にはわからない。すなわち、この特定できない、
そして、不確実で、しかし、より深刻になるような結果を避けるために、両親は
「多すぎる」遅刻を慎まなければならないと思うであろう。

　　罰金の導入期間
　　  罰金が導入されることにより、両親は、部分的にしか特定化されていない契約が、彼らが過
度の遅刻をしたとき、いかなる事態を招来するのかをある程度明確に予測することを可能に
するであろう。

　　　・ 罰金の導入は、遅刻の明確な結果を、少しばかり悪くする。なぜなら、両親は、遅刻の
たびに罰金を支払うからである。しかし、同時に、遅刻がもたらす最悪の事態を予測す
ることができるようになる。なぜなら、罰金の導入は、遅刻が招く最悪の事態について
新たな情報をもたらすことになるからである。したがって、このとき、両親は、子供の
退園を招くことはないことを確信するかもしれない。

　　　　－   罰金が導入されたとき、契約の明白な条項は、修正されていない。しかも、いかな
る関連する法律も、あるいは、広く受け入れられている社会規範も修正されていな
い。したがって、このとき、両親は、「罰金は、遅刻に対して起こりうる最悪の事態
と信じる合理性」を持つことになる。その結果、遅刻して迎えにいくことのハード
ルを、（退園等の深刻な事態を招く不確実性があるときよりも）下げることになる8。

　　罰金の中断期間
　　  罰金が中断されるときも、両親は、部分的にしか特定化されていない契約が、罰金導入時の
契約内容と変わらない事態を招来することを予測するであろう。すなわち、彼らが過度の遅

8   この説明の要点は、契約が不完備であることである。もし、契約が、罰金の導入の前後で完備であるな
らば、託児所の所有者による一方的な罰金の導入は、ある明確な状況から他の明確な状況へ単純に変化
することを意味するだけである。しかしながら、この議論では、両親は、遅刻行為に対する価格／費用
が上昇するとき、遅刻者数がなぜ上昇するのかを説明するいかなる方法も提供しない。
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刻をしたとしても、ある程度明確に、（ゼロ水準を含む）罰金が科されるに過ぎないことを
予測するであろう。

　　　・ 最終期間において、罰金を中断した後、両親は、いまだ、罰金以上に事態が悪くなるこ
とを予測する理由を持たない。しかも、その罰金の低下が意味する最悪の事態をさらに
知ろうと試行錯誤するかもしれない。

　　　　－   罰金を中断した後、両親は、罰金以上に事態が悪くなることはないと確信する状況
の下で、しかも、その罰金の低下が意味する最悪の事態を知ろうとして試行錯誤す
る。その結果、遅刻頻度を低下させないばかりか、両親は、遅刻頻度をわずかに増
加させながら、最悪の事態がなにかを知ろうとする可能性があることが予測される。

　私たちは、先に、契約の不完備を前提としたとき、罰金導入による追加情報が、最悪の事態に
関する信念を更新させ、当該プレーヤーの行動を変更させるという解釈を示した。この解釈は、
先の調査結果とおおよそ一致する。それは、次のようである。（0）罰金が未導入のときの数週間、
子供の両親は、最悪の事態を招くことを予測して、遅刻して迎えに行くことをできるだけ控えよ
うとする。（ⅰ）罰金が導入された最初の 3 － 4 週間、両親は、遅刻がより高水準になったとき
の託児所の反応を、ゆっくり、検証しようとする。罰金導入の最初の 4 週で観察された行動は、
この説明と一致する。（ⅱ）罰金が導入された次の 8週間、両親は、罰金についていかなる表だっ
た変化も観察しないので、両親は彼らが探索した最適遅刻水準を維持し続ける。（ⅲ）研究の最
終期間において、罰金を中断した後、両親は、いまだ、罰金以上に事態が悪くなることを予測す
る理由を持たない。しかも、ゼロ罰金の意味を知ろうとして、両親は、遅刻を、わずかに増加さ
せ最悪の事態がなにかを探ろうとさえするであろう。しかし、実証結果は、遅刻の微増行動とい
うより、むしろ、慣性・維持行動の様態を観察する。

4.2．単純な公式モデル．
私たちは、ここで、さらに、不完備契約の下での追加情報の重要性を理解するために、幾分、公
式的な方法で、明示的なゲームについて概説する。

4.2.1．モデルの仮定．
ゲームにおけるプレーヤー、託児所の所有者および子供の両親のそれぞれは有限グループであ
る。託児所の所有者／マネージャーは二つのタイプから構成されているとする。そして、両タイ
プは同じ割合であるとする。第一の所有者のタイプは厳格タイプS（strict type）で、両親の遅刻
行動が目に余るとき、子供を退園させるK（kicking out）戦略を選択することに特徴がある。他
の所有者のタイプは温厚タイプM（mild type）で、両親の遅刻に対して、罰金 fを上昇させるこ
とができるだけである。また、両タイプは、両親の遅刻行動が比較的抑制されているとき、単
に、なにもしないという行動（無対応戦略）を取るとする。そして、また、所有者のタイプは、
彼らが退園ないし罰金戦略を行使するまで、両親に知られていないとする。
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　簡単化のため、私たちは、ゲームが無限期間続くと仮定する。そして、プレーヤーのすべての
期間の効用はある固定割引率で割り引かれるとする。すべての期間、プレーヤーは連続してプ
レーする。まず初めに、所有者が、両親の遅刻に対する当該期間の対応戦略を選択する。所有
者が、Kあるいは fの行動を選択するならば、彼らは、その期間の初めに、固定費用cを支払わ
なければならない。彼らがなにもしないならば（無対応戦略を選択するならば）、そのとき、彼
らはなんの費用c＝0も支払わない。所有者の粗利得は、子供の託児料Eから得られる。そして、
遅刻があれば、（託児所の所有者が無対応戦略のとき）この利得からその期間の対処費用w (d)が
差し引かれることになる。さらに、託児所の所有者が、罰金の導入を決定すれば、遅刻の対処費
用の一部ないし全部がこの罰金 f (d)から補填されることになる。また、託児所の所有者が、子供
の退園を宣告するならば、このゲームは終了する。このとき、所有者の利得はゼロとなる。
　次に、すべての両親は、託児所の所有者の戦略行動を前提に、遅刻水準を選択することにな
る。両親が遅刻することによる利得は、価値v (d) で表される（子供の両親は、遅刻することで
得た時間を自由に享受できるため、遅刻には価値があるとする）。託児所の所有者が遅刻に対し
て、罰金等のなんの費用も請求しないならば、v (･) が両親の純価値となる。もし、託児所の所有
者が、遅刻したことに対する託児所の対処費用の一部ないし全部を罰金として請求するならば、
両親の純価値は、この粗価値v (･) から総罰金 f (･) を差し引いた値となる。ただし、価値v (･) は 
f (･) よりも大きいとする。さらに、託児所の所有者が、退園を宣告することになれば、このゲー
ムは終了する。そして、このとき、両親の利得は大きな負の値L＜0となる。
　ゲームの仮定を要約すると次のようになる。
　・プレーヤー：
　　－ 託児所の所有者は同質的な有限グループである。
　　－ 子供の両親は同質的な有限グループである。
　・所有者タイプとその戦略
　　－   Sタイプ：厳格タイプ（strict type）は、退園させる（kicking out）戦略K、あるいは、無

対応戦略（no action）をとる。
　　　　＊ 退園戦略Kを取るとき、初期費用cがかかり、無対応戦略を取るとき、費用はゼロで

ある。
　　－   Mタイプ：温厚タイプ（mild type）は、罰金（fine）戦略 f、あるいは、無対応戦略（no 

action）をとる。
　　　　＊ 罰金戦略 fを取るとき、初期費用cがかかり、無対応戦略を取るとき、費用はゼロで

ある。
　　－ 両タイプは同じ割合で存在する。
　・子供一人当たりの所有者の利得
　　－   託児所の所有者の利得は、一人の子供の託児料から一人の子供のケアのための勤務時間

外の対処費用を差し引いた額である。すなわち、U＝E－w (d)である。さらに、所有者
のタイプおよび戦略選択に応じて、次のように表される。
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　　　   ただし、一人の子供の月間託児料E、罰金および退園戦略の初期導入費用c、一人の子供
の両親の月間期待遅刻d、一人の子供をケアするのに要する勤務時間外の対処費用w (d)、
および、両親の月間罰金総額 f (d) である。さらに、罰金導入後の利得は、ただし、初期
導入期間は除く、E－ [w (d)－ f (d)] である9。また、便宜的に、罰金導入前の両親の最適
遅刻頻度d *について、E－w (d*)＝E－[w (d *)－f (d *)] とする。さらに、罰金導入後の両
親の最適遅刻頻度 d̂について、E－ [w (d̂)－ f (d̂)]  E－ [w (d*)－ f (d*)] と仮定する。

　・子供の両親の戦略オプション
　　－ 閉園の定刻に遅刻して子供を迎えに行く。
　　－ 閉園の定刻までに子供を迎えに行く。
　・子供の両親の利得
　　－   子供の両親が遅刻することで獲得する粗価値はv (d) である。さらに、託児所の所有者の

取る戦略により次のようになる。

　　　   ただし、子供の両親が遅刻することで獲得する粗価値v (d)、託児所の所有者から請求さ
れる月間総罰金 f (d)、および、退園させられることで被る損失L＜0である。さらに、罰
金導入後の利得は、v (d)－ f (d) である10。

　・ゲームは無限期間続くと仮定する。
　・すべての期間の効用は固定割引率で割り引かれるとする。

4.2.2．ゲームの均衡．
このとき、このゲームの均衡は、託児所の所有者が無対応戦略を選択し、そして、両親が遅刻水
準d*を選択することである。ただし、d*は、託児所の所有者が、彼らのタイプに依存して fな
いしKの戦略を選択することと遅刻に対して無対応戦略をとることが無差別となる遅刻水準であ
9   罰金が導入されると子供の両親は、d̂∈argmaxd

～v (d～)－ f (d～) の行動をとる。このとき、E－ [w (d̂)－ f (d̂)]  E
－ [w (d*)－ f (d*)] であると仮定する。ただし、d*＜ d̂であるとする。すなわち、軽微の罰金の導入は遅刻
水準を増大させ、託児所の所有者に負の利得をもたらす。

10  両親が遅刻から得る粗価値v (d) は凹または線形関数であり、また、f (d) は凸関数であるとする。したがっ
て、最適な遅刻水準 d̂が存在する（d̂∈argmaxd

～v (d～)－ f (d～)）。ただし、d*＜ d̂であるとする。すなわち、軽
微の罰金の導入は遅刻水準を増大させる。
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る。子供の両親が、この遅刻水準（／より低い遅刻水準）を選択するならば、そして、託児所の
所有者が、無対応戦略を選択する限り、両親および託児所は、ゲームが続く限り、この均衡を維
持し続ける。このとき、託児所の所有者は利得E－w (d*)＝0を得ることになり、他方、両親は
利得v (d*)＞0 を獲得することになる。
　ここで、両プレーヤーが無対応戦略および均衡遅刻水準d*を選択しているとき、両プレー
ヤーがこの均衡を逸脱するインセンティブを持つのかどうかを確認しておく。両タイプの所有者
にとり、遅刻がd*と等しいか、あるいは、それ以下である限り、無対応戦略を選択することは、
好ましい選択である。なぜなら、fあるいはKを遂行するには初期費用cがかかるからである。
しかも、温厚タイプの所有者が、高い遅刻水準d＞d*を観察し、罰金を導入したとき、導入初期
は除く、E－ [w (d̂)－ f (d̂)]  E－ [w (d*)－ f (d*)] の利得を得る。他方、厳格タイプの所有者は、d*
より大きい遅刻水準を観察するとき、強硬路線Kを選択する。このとき、託児所の所有者の利得
はゼロとなる。したがって、無対応戦略を逸脱するインセンティブを持たない。
　また、子供の両親が、均衡遅刻水準を逸脱し遅刻水準を増大させるとき、託児所の所有者は罰
金／退園戦略を選択することでこれに対応することになる。所有者がMタイプのとき、子供の
両親は、v (d̂)－ f (d̂)＞0、ただし、d̂＞d*、の利得を期待する。しかしながら、託児所の所有者が
Sタイプのとき、取り返しのつかない多大な損失（L＜ 0）を被ることになる。しかも、両親は、
託児所の所有者のタイプを知らない。したがって、両親は、均衡遅刻水準を逸脱することに十分
慎重になる（おそらく、均衡遅刻水準d*を逸脱することはない）。
　Gneezy and Rustichini（2000a）が調査実験で行なったように、均衡遅刻水準d*が維持されてい
るとき、均衡オフパス上で罰金を導入するとする。両親は、このとき、罰金の導入戦略を観察す
ることにより所有者のタイプについて追加情報を得ることになり、その結果、所有者のタイプの
信念を更新することになる。そして、同所有者の下で、彼らが過度の遅刻をしたとしても、予測
される最悪の事態は罰金が科されるのみであることを知る。温厚タイプの所有者の下で、すべて
の両親が、それ以降の期間で、均衡水準以上の（新たな）最適遅刻水準 d̂＞d*を選択し、これま
で続いていた均衡を逸脱することになる。
　最後に、温厚タイプの所有者が、罰金の中断をすることで、再度、遅刻水準に関する罰金スケ
ジュールを変更すると考える。しかしながら、両親が持つ託児所の所有者のタイプの信念は変わ
らない。このとき、両親は、託児所の所有者により変更された罰金スケジュールに対して、新た
な最適遅刻水準を探索する必要がある。したがって、例えば、両親は、遅刻水準を微少に変動さ
せることで、罰金水準がどのように変化するのかを確かめる行動を起こすかもしれない。
　先に示した三つの状況における三つの均衡は、実証研究で述べられている調査結果（三つの事
実）を説明することが可能である。すなわち、次のようである。
　 1．  罰金の導入以前では、子供の両親は、託児所の所有者のタイプがわからない。したがっ

て、最大の遅刻頻度d*以下の行動を選択し、退園させられるリスクを回避しようとする。
　 2．  ところが、先の調査研究でみたように、均衡オフパス上で罰金を導入したとする。罰金の

導入は託児所の所有者がMタイプであることを開示する。したがって、大きすぎる遅刻
水準d＞d*であっても、子供の退園という最悪の事態を招くことはない。結果として、子
供の両親は、新たな均衡遅刻水準 d̂∈argmaxd v (d)－ f (d) 、ただし、d*＜ d̂、を選択するこ
とになる。

　 3．  この状況で（所有者がMタイプの下で）、託児所の所有者が罰金を中断する。このとき、



－ 91 －

子供の両親は、託児所の所有者が新たな罰金スケジュールを導入したことを知ることにな
る。両親は、託児所の所有者により変更された罰金スケジュールに対して、新たな最適遅
刻水準を探索する必要がある。そこで、両親は、遅刻水準を微少に上昇させることで、罰
金水準がどのように変化するのかを確かめる行動を起こすかもしれない。ただし、実証結
果は、罰金の中断以前の遅刻水準とほぼ同水準で維持されることを観察している。

　これらの予測は、先に示した調査結果とおおよそ合致しているようにみえる。しかしながら、
Gneezy and Rustichini（2000a）では、均衡経路のオフパス上での罰金の導入は、託児所の所有者
によって決められるのではなく、Gneezy and Rustichiniによって決められることに注意しなさい。

4.3．内発的動機付けのクラウディング・アウト．
私たちが先に示した説明は、まさに、完全に合理的な個人、および、完全に利己的な個人（両親
と所有者の両方について）の仮定に基づいている。しかしながら、合理的利己的対応行動一辺倒
ではなく、情緒的心理的対応行動をとる個人を仮定することで、抑止仮説に反する子供の両親の
行動について、まったく異なる解釈を示すことは可能である11。
　認知心理学は、とりわけ、認知評価理論（CET）、および、自己決定理論（SDT）は、外的介
入（正および負の外在的インセンティブ）は、ある条件の下で、情緒的心理的対応行動に間接効
果を持つ（特定行動への内発的動機付けをクラウディング・アウトさせる）ことがあるとしてい
る。（ただし、外在的インセンティブの合理的利己的対応行動への直接効果も、同時に、機能す
る。）そして、認知心理学は、その情緒的心理的行動過程を次のように説明している。

内発的動機付けを誘発する基本的要因、自律性（autonomy）ないし有能性
（competition）は、個人が本来持つ心理的欲求である。したがって、処罰のよ
うな外在的事象が、これらの基本的な心理的欲求にどのような影響を及ぼすか
に依存して、内発的動機付けが誘発あるいは抑制されるかが決定される。すな
わち、個人が、外的介入を自律性／有能性の欲求を充足する事象と認知評価す
るとき、内発的動機付けが誘発される傾向にあり、他方、欲求充足を阻止する
事象と認知評価するとき、内発的動機付けは抑制される傾向にある。例えば、
罰金等の負の外在的インセンティブの導入が、その受け取り手に、主として、
行動の管理手段として認知評価されるとき、当該個人の自律性の欲求充足を
妨げ、内発的動機付けを低下させることになる（deCharms, 1968）。あるいは、
負の外在的インセンティブの導入が、能力承認の公正な指標として認知評価さ
れるとき、当該個人の能力承認の欲求を充足し、内発的動機付けを高める働き
をする12。

　CETが主張するように、外的介入が自律性および有能性の欲求を充足する事象と認知評価され
るとき、内発的動機付けを誘発する傾向にあり、他方、欲求充足を阻止する事象と認知評価され
11  ここでは、Gneezy and Rustichini（2000a）のもう一つの解釈、社会規範モデルではなく、認知心理学の解釈、
内発的動機付けのクラウディング・アウト・モデルを提示している。

12  処罰が能力承認の欲求を充足することは理解し難いかもしれない。しかしながら、責任の重い仕事にお
いて、標準的職務遂行水準を達成するときゼロの負のインセンティブが設定され、他方、標準的職務遂
行水準以下のとき負のインセンティブが設定されることが当然であると思われるとき、処罰はあなたの
能力承認の欲求を充足するかもしれない。Deci, Koestner and Ryan (1999, p. 628) を参照しなさい。
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るとき、内発的動機付けを抑制する傾向にある。託児所の所有者による罰金の導入は、子供の両
親の合理的利己的対応行動に直接効果を持つばかりではなく、情緒的心理的対応行動に間接効果
を持つことになる。そして、（ⅰ）その情緒的心理的行動過程および（ⅱ）合理的利己的行動過
程は、三つの状況のそれぞれについて、次のように説明される。
　まず、罰金が未導入のとき、両親の託児所に対する認知評価は、「子供の勤務時間外のケアは、
必要なときに、無報酬で好意で提供されているものであり、好意につけ込まぬように控えめにそ
れを受け入れるべきである」というものである。
　・ 両親は、最初の期間については、寛大で打算的でない行為として、アシスタントの行動を理
解しているかもしれない。そして、彼らは、アシスタントの行為を次のように思うかもしれ
ない。すなわち、「託児所との契約は、午後 4 時までの時間をカバーするだけである。それ
以降は、託児所のアシスタントは、寛大なよい人であるだけである。私は、彼らの忍耐につ
け込むべきではない」。また、「罰金等の負の外在的インセンティブが導入されることはない
ので、合理的利己的対応行動を取る必要はまったくない」。

　・ これらの認知評価をうけ、（ⅰ）子供の両親が起こす情緒的心理的対応行動は、「自発的に遅
刻を抑制しようとする内発的動機付けを誘発させる」ことである。また、（ⅱ）合理的利己
的対応行動は、「ゼロ罰金という外在的インセンティブから、なんの直接効果を受けない」
ことである。

　ところが、罰金の導入は、両親による託児所の所有者に対する認知評価を変化させる契機とな
るかもしれない。すなわち、「アシスタントの行為は、無報酬で好意でなされるものではなく、
両親が遅刻するため（仕方なく）提供されるサービスである。おそらく、託児所の所有者は両親
に対しなんらかの管理手段を講じる必要があると感じている」。
　・ 「アシスタントは、罰金の導入以前とほぼ同じようなやり方で、子供の世話をする。しかし、
罰金導入の事実は、個人が本来持つ自律性ないし有能性の心理的欲求を妨げるものである。
罰金は、いわば、両親の行動の管理手段として導入されたものであり、自律性および有能性
の承認欲求を疎外するものである。

　・ （罰金は、両親の行動の管理手段として導入されたとする）これらの認知評価をうけ、（ⅰ）
子供の両親が起こす情緒的心理的対応行動は、「両親が本来持つ自己決定および自尊心に由
来する動機付け（（遅刻を抑制しようとする）内発的動機付け）をクラウディング・アウト
させてしまう」ことである。このとき、（ⅱ）合理的利己的対応行動は、「罰金／価格という
外在的インセンティブから直接効果を受け、（遅刻行動を）抑制させる」ことである。

　さらに、罰金の中断は、両親の認知評価を更新するものではないかもしれない。すなわち、「罰
金／価格という負の外在的インセンティブが低下するのみで、個人が本来持つ自律性ないし有能
性の心理的欲求の充足を制約する要件を解消するものではない」。
　・ 罰金の中断の事実は、両親の認知評価を罰金の導入以前に戻すことはない。すなわち、「託
児所との契約は、午後 4時までの時間をカバーするだけで、それ以降は、託児所のアシスタ
ントの好意であり、私たちは、これに過度に頼るべきではない」という認知評価には戻らな
い。罰金の中断の事実は、「罰金／価格という負の外在的インセンティブの強度が低下した」
という事実をもたらすのみである。

　・ 罰金の低下は、「罰金は、両親の行動の管理手段として導入されたとする認知評価を解除し
ない」。たとえそれが、ゼロ罰金にまで低下してもである。したがって、（ⅰ）子供の両親の
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情緒的心理的対応行動については、「遅刻を抑制しようとする両親の内発的動機付けはクラ
ウディング・アウトしたままである」ことである。そして、（ⅱ）合理的利己的対応行動に
ついては、「ゼロ価格という、外在的インセンティブが両親に働いているにすぎない」こと
である。

　これまで述べられた、最初の期間、第二期間（罰金の導入期間）および第三期間（罰金の中断
期間）において、罰金の導入／中断等に由来する（ⅰ）両親の情緒的心理的対応行動の変化は、
子供の両親が、外的介入に対する認知評価を更新することから生じることがわかる。また、（ⅱ）
合理的利己的対応行動の変化は、外在的インセンティブの強度が変動することから生じることが
わかる。そして、これらの要因に由来する効果は、次のようにまとめることができる（図 4を参
照しなさい）。

　罰金の未導入期間
　・ 外的介入に対する認知評価
　　  託児所の所有者による外的介入がないとき、そのことは、自己決定および自尊心の欲求を充

足する事象と認知評価され、自己決定および自尊心から自発的に生じる動機付け（内発的動
機付け）を誘発することになる。その結果、両親は、遅刻を自発的に抑制する努力を発揮す
ることになる。

　・ 外在的インセンティブの強度
　　  ただし、子供の両親の対応行動に影響するのはそれだけではない。外的介入としての負のイ
ンセンティブ強度が高いとき、遅刻行動は抑制され、他方、それが低いときには、遅刻行動

A： 外的介入がないとき、遅刻に関する自発的な抑止努力はかなり高水準である。したがって、子供の両
親の遅刻は低水準で推移する。

B： f 1の罰金水準で外的介入がなされるとき、遅刻に関する自発的な抑止努力は消失する。他方、罰金によ
る負の外在的インセンティブは効力を発揮するが、自発的な抑止努力の消失分を補填することはでき
ない。すなわち、子供の両親の遅刻は高水準で推移する。

C： f 0  0の水準で罰金の中断があるとき、一方で、遅刻に関する自発的な抑止努力は消失したままである。
しかも、他方で、罰金による負の外在的インセンティブの強度もゼロ水準まで低下させられることに
なる。すなわち、子供の両親の遅刻は、さらに、高水準で推移する。

 Frey and Jegen (2001, p. 594)より作成

図 4．価格効果とクラウディング・アウト効果の正味効果
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はあまり抑制されなくなるというものである。罰金の未導入時には、負のインセンティブ強
度はゼロであり、したがって、このとき、遅刻に対する抑制効果が働くことはない。

　罰金の導入期間
　・外的介入に対する認知評価
　　  託児所の所有者による罰金の導入が、子供の両親に、管理手段と認知される。したがって、
この外的介入は、自己決定および自尊心の欲求充足を阻止する事象と認知評価され、自己決
定および自尊心から自発的に生じる動機付け（内発的動機付け）を抑制させることになる。
その結果、両親は、遅刻することを自発的に抑制する努力を消滅させることになる。

　・外在的インセンティブの強度
　　  ただし、子供の両親の対応行動に影響するのはそれだけではない。すなわち、子供の両親の
対応行動は、外的介入としての負のインセンティブ強度にも影響を受ける。罰金導入時に、
負の外在的インセンティブの強度は増加することになり、これにより、遅刻に対する抑制効
果が強く働くことになる。ただし、それは、内発的動機付けによる遅刻の抑制効果を補填す
るのに十分な水準ではない。

　罰金の中断期間
　・外的介入に対する認知評価
　　  罰金が中断されたとしても、子供の両親は、「託児所の所有者が彼らの自己統制能力につい

て疑念をいだいている」という認知評価を継続する。したがって、罰金の中断は、いまだ、
自己決定および自尊心の欲求充足を阻止する事象と認知され、自己決定および自尊心から自
発的に生じる動機付け（内発的動機付け）を抑制してしまう。

　・外在的インセンティブの強度
　　  罰金が中断されるとき、負の外在的インセンティブの強度は著しく低下する。したがって、

遅刻に対する罰金の持つ抑制効果はほぼ失効すると思われる。
　ここでの解釈の背景にあるものは、内発的動機付けのクラウディング・アウト効果と相対価格
効果の両効果である。前者は、子供の両親が、託児所の所有者の外的介入を、自己決定および
自尊心の視点からどのように認知評価するかに依存して、内発的動機付けを誘発ないし抑制させ
るのか（内発的動機付けのクラウディング・アウト／インが生じるのか）というものである。外
的介入以前、遅刻に対する託児所の所有者の対応は、自己決定および自尊心を承認するものと認
知評価され、これに対し、外的介入以降、遅刻に対する託児所の所有者の対応は、自己決定およ
び自尊心を否定するものであると認知評価されている。しかも、それは、外的介入が中断された
以降も継続している。他方、後者の相対価格効果は、負の外在的インセンティブの強度による行
動への直接的な影響効果、すなわち、罰金水準による遅刻抑止効果を表すものである。価格効果
は、通常いわれている金銭的インセンティブ効果である13。私たちは、したがって、最終的に、
内発的動機付けのクラウディング・アウト効果と金銭的インセンティブの相対価格効果の両方の
正味効果を考察することにより、子供の両親の行動結果を予測することになる。

13  この実験の設計と結果は、Deci（1971，1972）、Gneezy and Rustichini（2000b）に詳細に報告されている。
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5．結論

　Gneezy and Rustichini（2000a）により提示された実証研究は、罰金の導入は、遅刻行動を増大
させ、しかも、罰金の中断は、遅刻水準を減少させないばかりか、高水準のまま維持されるこ
とを示している。これらは事実であり、おそらく、奇妙な発見以上のものである。したがって、
私たちはこれらの事実について解釈を準備しなければならない。私たちは、さしあたり、利用
可能なデータと既存の説明理論に基づいて（Deci 1971, 1972; Titmuss 1970; Gneezy and Rustichini 2000a, 

2000b）、先の二つのいずれの事実にも矛盾しない二つの可能な解釈を提示している。
　本研究ノートでは、「不完備契約と外的介入のもたらす追加情報」および「認知評価と外的介
入のもたらす追加情報」の視点から、抑止仮説に反する実証研究の結果を説明する解釈の例を概
説した。この二つの視点の共通点は、罰金の導入という外的介入が、それまでになかった追加情
報を伝達／認知評価を変更する契機となったことである。しかも、罰金の中断は、追加情報の伝
達／認知評価の変更をもたらすものではなく、単に、両親のモチベーションを刺激する金銭的イ
ンセンティブの強度を変化させるに過ぎないことである。
　ゲーム論的思考では、罰金の導入は託児所の所有者のタイプの情報を伝達することになり、し
かし、罰金の中断は、同じ所有者のタイプの下で、インセンティブの強度変更の情報を伝達する
のみであった。他方、認知心理学的思考では、罰金の導入は、託児所の所有者が両親をどのよう
に評価しているのかの承認情報を伝達し、そのことにより、両親は所有者についての認知評価を
更新する。しかし、罰金の中断は、両親の所有者に対する認知評価を変更するものではなく、単
に、金銭的インセンティブの強度変更の情報を伝達するのみである。
　私たちが提示した二つの解釈は、それでは、何処が異なるのであろうか。それは、次のように
要約できる。不完備契約ゲームは、完全に合理的かつ利己的個人を想定した伝統的ゲームである
ことである。これに対し、認知心理学ゲームは、合理的利己的行動をとるだけでなく、情緒的心
理的行動をもとる個人を想定していることである。すなわち、子供の両親が、託児所の所有者の
戦略選択（罰金／退園戦略）に対し、（合理的利己的対応行動を変更させるだけでなく）情緒的
心理的対応行動を変更することで均衡結果が変わるとすることである。ここでは、あくまで、一
方のプレーヤーが「相手のプレーヤーが自分に対してどのような感情をいだいているのか」につ
いての高次の信念が、当該プレーヤーの戦略選択に影響するとしている。二つのゲームの違い
は、いわば、一方では、完全に合理的利己的行動をとる個人を想定したゲームであり、そして、
他方では、合理的利己的対応行動ばかりではなく情緒的心理的対応をとる個人を想定したゲーム
であることである。
　私たちは、合理的利己的個人を前提とする伝統的ゲームに、心理的情緒的過程を組み込むこと
が、プレーヤーの戦略選択をより良く説明することができると考える。プレーヤー間の関係をど
のような心理ゲームで表すのが適当かは実証研究を積み重ねることで確かめるしかない。しかし
ながら、いずれにせよ、合理的利己的個人を想定した伝統的ゲームに心理的情緒的過程を組み込
んだ心理ゲームを展開することは、人間行動をよりよく説明することにつながると考える。
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